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2030年に向けたトヨタの取組みと課題

2020.9.14
トヨタ自動車株式会社
取締役・執行役員

寺師 茂樹

2030年モビリティビジョン検討会 資料４
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2医療現場および医療用品に対する支援

軽症の感染者移送に対するサポート 重症の感染者移送に対するサポート

医療従事者向けオンデマンド送迎サービス

ジャカルタ

バンコク

マニラ
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医療用フェイスシールドの生産 トヨタ生産方式活用による
医療用ガウンの生産性向上への協力

医療現場および医療用品に対する支援
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4いざという時に役立つ 電動車両の外部給電

『 Moving e 』
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5いざという時に役立つ 電動車両の外部給電

『クルマ de 給電』 電動車のアクセサリーコンセントから直接住宅へ電力供給

外部電源を車両対応、V2Hガイドライン相当（車両接続用装置）にて安全性確保

HV/PHV 等
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モビリティサービスの普及

安全な移動サービスとして社会に普及

タイムリーにメンテナンス

適正な品質とコストで量産

高度なハードウェア・ソフトウェア
AI
IoT

テクノロジーカンパニー

リアルの技術

リアルの資産
（サプライチェーン）

リアルの技術と資産を「強み」に
AIが搭載された高度な車を、適正な品質とコストで量産し、

頻度良くメンテナンスし、安全な移動サービスとして社会に普及

１．CASEの取組み加速
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7２．電動化の推進と課題

各国の規制動向 （２０２０年まで）

<2010年>
日米欧中

<2015年>
日米欧中＋4ヶ国

<2020年>
日米欧中＋7ヶ国

・導入国

・規制値の強化

燃費(CO2)規制

電動車政策

ZEV  : Zero Emission Vehicle
NEV  : New Energy Vehicle
ZLEV : Zero- and Low-Emission Vehicles

中国 (19年より開始）

NEV規制：19/20年強制比率 10/12%

ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾀｲ等
EV、PHV政策検討中

：規制化見込み ：計画段階：施行中

欧州委員会
25年以降のCAFE規制に
ZLEVによる恩典付与を追加

各国で燃費(CO2)規制の強化、電動車を推進する動きが活発化

米国（加州+9州）
25年までZEV規制の法規確定

ｶﾅﾀﾞ（ｹﾍﾞｯｸ、ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ州）
25年までZEV規制の法規確定
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各社の取組み状況

（欧州2018年実績）

２．電動化の推進と課題
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2030年
規制レベル

出典：EU官報をもとにトヨタ作成

トヨタ

※

2025年
規制レベル

2030年
規制レベル

～2019年
130g規制

2020年～
95g規制

※トヨタ欧州販売実績をもとに算出

ガソリン車

プリウス

プリウスPHV

CO２排出レベル

EV/FCV

RAV4PHV
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FCV

EV

MaaS

歩行領域 超小型 小型・中型

乗用車 商用車 月面探査車

HV PHV

主な電動車

２．電動化の推進と課題
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10２．電動化の推進と課題

<2010年>
日米欧中

<2020年>
日米欧中＋7ヶ国

燃費(CO2)規制 ・導入国拡大

・規制値の強化

WtW,LCA規制

日本：WtW(2030～決定)
欧州：電池指令改定(2024～検討中)

TtW⇒LCA規制への改定(検討中)
中国：LCA規制導入(2025～検討中)

電動車政策

ZEV  : Zero Emission Vehicle
NEV  : New Energy Vehicle
ZLEV : Zero- and Low-Emission Vehicles

：規制化見込み ：計画段階：施行中

世界的な燃費規制・電動車政策の強化に加え、新たな規制(WtW、LCA)の導入が進む

※トヨタ調査情報

各国の規制動向（２０２０年以降）

米国（加州+9州）
25年までZEV規制の法規確定

<2025年>
日米欧中＋7～10ヶ国

中国
23年から大型車NEV規制導入を検討中

米国（加州）
24年から大型車ZEV規制導入

韓国
23年からZEV規制導入を検討中

欧州委員会
25年以降のCAFE規制に
ZLEV導入による恩典付与を追加

中国 (19年より開始）

23年までNEV規制の法規確定
ｶﾅﾀﾞ（ｹﾍﾞｯｸ、ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ州）

25年までZEV規制の法規確定

米国（加州+11州）
25年までZEV規制の法規確定

ｲﾝﾄﾞ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾀｲ等
EV、PHV政策検討中
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11２．電動化の推進と課題

燃料製造
Well to Tank

車両走行
Tank to Wheel車両製造部品製造材料

廃棄

現状の燃費規制

WtW規制

LCA規制

EV車
電気

エネルギー製造のCO2排出量低減が、より重要になる

×POINT
＜電力＞
再エネ発電で
CO2大幅低減

CO2規制の対象
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12２．電動化の推進と課題

出展：IEA Global EV Outlook 2020をもとに作成

電動車の方が製造時CO2のインパクト大
特に電池製造におけるCO2の割合が大きい

素材他

電池セル
製造

通常電力で
生産する電池

再エネ100％で
生産する電池

再生可能エネルギー100％による
電池セル製造で
CO2を３割削減できる可能性LCA : Life Cycle Assessment

電池製造のCO2

車両部品

燃料製造

走行

車両製造

車両部品

ガソリン車 EV
電池80kWh相当

再エネの入手性やコスト面の課題が、産業競争力に大きく影響する

素材他

（走行距離15万km、発電のCO2は18年世界平均を想定）

（走行分CO2ゼロ）

電池
製造

燃料
（電気）
製造

電池

車両部品

走行に使う
電気を

発電する際
のCO2
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13２．電動化の推進と課題

地域の電力における再エネ率（２０３０年）

全世界

３７％

※ＩＥＡ ＷＥＯ２０１９

Ｓｔａｔｅｄ Ｐｏｌｉｃｙ Ｓｃｅｎａｒｉｏ参照

再エネ率３０％超で
ＥＶのＣＯ２削減効果

大の可能性あり

再エネ率 ＞30%

再エネ率 ≦30%

・円の面積: 各地域での再エネ発電量

・数字(%): 発電量に占める再エネ率

地域差はあるが、再生可能エネルギーの導入がグローバルに進展していく

第五次エネルギー基本計画より
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14２．電動化の推進と課題

7.9%

35.0%

18.5%

17.2%

14.6%

6.9%

運輸

産業

エネルギー
転換

業務その他

家庭

その他

0%

20%

40%

60%

80%

100%

バス・トラック計
運輸部門の38.5%

（日本全体の約7％）

営業用トラック

自家用トラック

バス

鉄道
船舶
航空機

乗用車
運輸部門の

47.3%

総CO2排出量
11億3800万㌧

18.5%

2018年運輸部門総CO2排出量
2億1000万㌧

運輸部門のCO2排出量削減には、乗用車に加えて商用車の削減が重要

国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィスのデータをもとに作成

2018年日本のCO2排出量と内訳
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15２．電動化の推進と課題

走行時ゼロエミッション・低騒音
充電インフラ整備一部進む

燃料費安い

走行時ゼロエミッション・低騒音
長い航続距離・大容量給電

短い燃料充填時間
商用充填インフラ整備これから

●稼働時間・配送距離＋充電が可能な時間
⇒ 必要な車両台数・インフラ数

●冷蔵・冷凍など機器に必要なエネルギー量

●トータルコスト

EV FCV

普及に向けた課題

お客様に選んで
いただくために

事業者様のニーズに合わせ選んでいただけるよう、EVとFCV両方の準備が必要

ゼロエミッション商用車の普及に向けて
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16日本での主な取り組み（期間終了も含む）

電気

水素

運ぶ作る 使う

◆福島新エネ社会構想
再エネ由来水素活用

福島＠東芝エネルギーシステムズ・
東北電力・岩谷産業

福島再エネ研究所(FREA)

◆国際水素エネルギーサプライチェーン
・豪州で製造された液化水素を日本へ輸送

神戸＠川崎重工
・ブルネイで調達した水素を常温・常圧下の
液体の形で日本へ輸送

川﨑＠千代田化工・三菱商事・三井物産・日本郵船

福島水素エネルギー
研究フィールド(FH2R)

◆福岡市水素リーダー都市プロジェクト
下水バイオガスによる水素創エネ技術実証

福岡＠福岡市・三菱化工機・
九州大学・豊田通商

◆あいち低炭素水素（再エネ由来）サプライチェーン
再エネを活用し、「作る・運ぶ・使う」水素のサプライチェーンの低炭素化を推進

愛知＠愛知県・知多市・豊田市・中部電力・東邦ガス・豊田自動織機・トヨタ

◆バイオマス由来水素を活用したサプライチェーン
家畜ふん尿由来水素を活用

北海道鹿追町・帯広＠エア・ウォーター・鹿島建設・
日鉄住金パイプライン＆エンジニアリング・日本エアープロダクツ

実証試験を中心に、様々な技術を持つ様々な業界の企業・団体が参画

◆「低炭素水素」利活用実証
再エネを活用した低炭素な水素サプライチェーンモデルの構築を図る実証プロジェクト

神奈川＠横浜市・川崎市・岩谷産業・東芝・日本環境技・豊田自動織機・トヨタタービンアンドシステム・トヨタ

◆FC船実用化に向けた実証
＠日本郵船・川崎重工・ENEOS・
東芝エネルギーシステムズ・
一般財団法人日本海事協会

◆FCVタクシー導入実証
新潟

◆水素混焼発電システム実証
福島＠日立製作所・デンヨー興産・

産総研

３．水素社会の実現に向けて
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17３．水素社会の実現に向けて

脱炭素化に向けて各地域で水素への期待が高まり、社会実装が進む

検討中

取り組み中

エナジーオブザーバ

各国計画より投資額11.0 
8.5 

1.3 1.2 

●大規模投資計画

・既パイプラインによる工業利用
・再エネ水素の輸入計画推進
（アフリカ・東欧からCO2フリー水素）
・’30年原発40基分の再エネ水素製造 など

（千億円）

ドイツ ポルトガル デンマーク UK

●様々なモビリティーで水素活用を実証中

●国内産業育成と商用車のFC化を推進

●再ｴﾈ、石炭改質など

あらゆる水素活用を実証中
モビリティー

水
素

60箇所約6,000台

他分野

空港工場鉄道(トラム）

●水素経済活性化ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ発表など
国策として水素を推進

(乗用)ZEV規制採用州が拡大
(商用)ZEV規制を新たに導入し

FC化加速

・FCVと水素ステーションの利用推進
・発電への利用拡大と

CO2ﾌﾘｰ化実証

発電
パイプライン
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18３．水素社会の実現に向けて

中韓が急伸’19年から各国が水素に注目

（年）（年）

（ヵ国）
国別乗用・商用FCV用

累計販売台数
政府水素戦略の発行国数（累計）

脱炭素化に向けて各地域で水素への期待が高まり、社会実装が進む
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19３．水素社会の実現に向けて
仲間と共に進めるトヨタの主な取り組み

欧州 日本

米国

中国

船

小トラ

中部圏
水素利用協議会

計11社

ヘビーデューティートラック

バス

定置型
発電機

大トラ

MIRAI 日米欧で約10,700台

SORA 86台

豊田自動織機
フォークリフト

236台

2020年末 次期MIRAI

ﾊﾟﾘﾀｸｼｰ

乗用・商用・他業界、様々な場面でトヨタのFCシステムを使っていただく

駅を拠点とした
水素社会構築

月面ローバ

バス

船舶

電源バス

６社連合

商用FC
システム
研究開発
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20３．水素社会の実現に向けて

政府

風力

安価な
水素供給

モビリティー水素需要量
拡大

太陽光パネル

発電

工場

・FCシステム低ｺｽﾄ化
・フリートユーザー創出と商用車への拡大
・FCﾓﾋﾞﾘﾃｨｰの拡大（新価値創出含む）

・工場利用拡大

水電解

水
素

水素ST

産業と政府で需給の好循環を創り出し、実証ステージを超え水素社会の実装に繋げたい

・機器の低コスト化
・稼働率の向上
・輸送方法の効率化

使う(需要側)作る・運ぶ(供給側)

規制見直し加速(水素ｽﾃｰｼｮﾝ無人化等)、補助金・優遇税制、他ｾｸﾀｰCO2低減規制制定

液化水素

LH2

高圧水素
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新しいビジネス創出に向けたリーダーシップ
ロードマップ策定、国際標準化、法規・規制見直し、インフラ整備と維持、財源、など

産業界

次世代モビリティの創出に向け、産業と政府が連携し、社会システム全体で好循環を

４．2030年のモビリティビジョンにあたり

様々な
社会課題

MaaS
物流の進化

情報通信
ネットワーク

AI

自動運転

シェアリング

マイクロモビリティ
パーソナルモビリティ

ゼロエミッションビークル

ロボット
パワーアシスト

社会課題の解決に向けて、次世代モビリティを連動させ、
社会システムに実装

政府

医療イメージ写真

再生可能エネルギー
エネルギーネットワーク
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END


